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● トップメッセージ

ごあいさつ

　株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げますとともに、当社第40期（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）の

株主通信をお届けするにあたり、一言ごあいさつ申し上げます。

　当期における我が国経済は、アジアを中心とした輸出の回復や政府の経済対策効果などにより、景気の持ち直しの動きが見

られるものの、引き続き企業収益の低迷から設備投資意欲の停滞、雇用情勢の悪化など、景気の先行きは不透明な状態が続い

ております。

　また、建設業界においては、公共投資の一部に景気対策などの工事発注があったものの、景気の停滞感などから民間設備投

資は減少傾向にあり、依然厳しい市場環境にありました。このような状況のなか、当社は地球環境保全に貢献できる太陽光発

電屋根や従来の金属屋根では対応できなかったビル・マンションへの防水屋根のほか、高機能・高品質屋根の普及に努めてま

いりました。

　この結果、当期の売上高は8,186百万円（前期比18.3％増）となりました。また、損益面においては、売上高が増加したこ

とにより、経常利益は152百万円（前期は経常利益24百万円）、当期純利益については、109百万円（前期は当期純利益55百万

円）となりました。

　今後の見通しにつきましても、景気の低迷や公共投資の減少などにより依然として厳しいものがあります。このような状況

のもとで、当社は、お客様・株主様・お取引先などのさまざまな方々の信頼と期待にこたえ、社会の一員としての責任・使命

を果たすべく、以下の重点課題を実践してまいります。

　当社が長年にわたり培ってきた技術力による製品の高付加価値化をすすめるとともに、生産ラインの効率化および在庫の圧

縮を図ることにより製造原価を低減し、高い利益率を確保し、受注採算の向上に努めてまいります。

　CO2 排出削減意識の高まりにより活発化している太陽光発電事業においては、屋根メーカーならではの発想による新しい工

法・システムを考案し、製品部材の開発と生産体制の拡充を図るとともに、営業および施工体制に

ついては、当社の協力会社である代理店会員や元旦会員とともに全国にネットワークを構築し、事

業展開をすすめてまいります。

　また、太陽光発電屋根システム、立体型トラスおよびサーナルーフ防水シートなどを組み合わせ

て提案し、校舎などの陸屋根案件や商業ビル・マンション・工場などの改修ニーズの発掘に努め、

安定した収益を確保できる事業として成長させてまいります。

　以上の課題を実践することにより、一段の業績伸展を果たし、早期の復配を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

平成22年6月
代表取締役社長

舩 木  亮 亮
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● 財務ハイライト

● 売上高 （単位：千円）
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● 財務諸表

貸借対照表

科　　　目 当　　期
平成22年3月31日現在

前　　期
平成21年3月31日現在

（資産の部）
流動資産 3,031,307 2,893,288
現 金 及 び 預 金 403,136 194,848
受 取 手 形 253,833 86,543
売 掛 金 712,025 625,572
完 成 工 事 未 収 入 金 631,973 584,063
製 品 350,786 363,999
仕 掛 品 20,427 15,918
未 成 工 事 支 出 金 138,777 155,435
原 材 料 369,560 678,885
前 渡 金 ― 33,329
前 払 費 用 26,346 28,679
未 収 入 金 93,437 95,319
そ の 他 35,211 31,683
貸 倒 引 当 金 △4,210 △991

固定資産 3,224,205 3,350,166
有形固定資産 2,946,462 3,084,127
建 物 676,902 734,226
構 築 物 63,228 69,023
機 械 及 び 装 置 351,909 417,056
車 両 運 搬 具 862 1,337
工具、器具及び備品 32,695 26,776
土 地 1,795,133 1,800,463
リ ー ス 資 産 25,471 33,792
建 設 仮 勘 定 260 1,450

無形固定資産 32,060 37,417
ソ フ ト ウ エ ア 4,448 7,243
リ ー ス 資 産 8,558 11,063
電 話 加 入 権 18,558 18,558
そ の 他 494 552

投資その他の資産 245,683 228,620
投 資 有 価 証 券 88,500 98,568
出 資 金 110 120
従業員に対する長期貸付金 8,207 10,818
破 産 更 生 債 権 等 61,775 75,474
長 期 前 払 費 用 13,967 5,044
会 員 権 114,700 115,200
敷 金 及 び 保 証 金 85,731 72,582
そ の 他 45,126 36,664
貸 倒 引 当 金 △172,433 △185,851

資 産 合 計 6,255,513 6,243,455

科　　　目 当　　期
平成22年3月31日現在

前　　期
平成21年3月31日現在

（負債の部）
流動負債 2,987,572 3,226,131

支 払 手 形 1,058,661 1,357,396

買 掛 金 246,488 229,394

工 事 未 払 金 305,664 341,591

短 期 借 入 金 110,000 240,000

一年内返済予定の長期借入金 755,590 816,816

一年内償還予定の社債 35,000 ―
リ ー ス 債 務 11,367 11,367

未 払 金 136,432 53,709

未 払 消 費 税 等 58,003 16,163

未 払 費 用 71,307 68,245

未 払 法 人 税 等 30,251 30,828

未 成 工 事 受 入 金 91,154 4,914

預 り 金 8,332 8,277

製 品 保 証 引 当 金 37,661 40,831

設 備 関 係 支 払 手 形 29,514 5,418

そ の 他 2,143 1,178

固定負債 1,931,853 1,789,728

社 債 215,000 ―
長 期 借 入 金 1,402,023 1,480,633

リ ー ス 債 務 24,363 35,731

退 職 給 付 引 当 金 276,368 254,265

そ の 他 14,098 19,098

負 債 合 計 4,919,425 5,015,859

（純資産の部）
株主資本 1,336,087 1,227,595

資 本 金 1,266,921 1,266,921

利 益 剰 余 金 83,353 △25,963

そ の 他 利 益 剰 余 金 83,353 △25,963

繰 越 利 益 剰 余 金 83,353 △25,963

自 己 株 式 △14,186 △13,362

純 資 産 合 計 1,336,087 1,227,595

負債・純資産合計 6,255,513 6,243,455

（単位：千円）

010_9010001302206.indd   3 2010/06/14   17:54:41



― 4 ―

● 財務諸表

損益計算書 株主資本等変動計算書

キャッシュ・フロー計算書

株主資本

資 本 金

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成21年3月31日残高 1,266,921 △25,963 △13,362 1,227,595

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 ― 109,317 ― 109,317

自己株式の取得 ― ― △824 △824

事業年度中の変動額合計 ― 109,317 △824 108,492

平成22年3月31日残高 1,266,921 83,353 △14,186 1,336,087

純資産合計

平成21年3月31日残高 1,227,595

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 109,317

自己株式の取得 △824

事業年度中の変動額合計 108,492

平成22年3月31日残高 1,336,087

科　　　目
当　　期

平成21年4月  1日～
平成22年3月31日　

前　　期
平成20年4月  1日～
平成21年3月31日　

営業活動によるキャッシュ・フロー 310,314 △18,288

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,710 △118,603

財務活動によるキャッシュ・フロー △49,375 90,715

現金及び現金同等物の増減額 208,228 △46,177

現金及び現金同等物の期首残高 171,848 218,025

現金及び現金同等物の期末残高 380,077 171,848

科　　　目
当　　期

平成21年4月  1日～
平成22年3月31日　

前　　期
平成20年4月  1日～
平成21年3月31日　

売上高 8,186,982 6,920,458

製 品 売 上 高 4,754,452 3,958,321

完 成 工 事 高 3,432,529 2,962,136

売上原価 5,947,988 4,933,969

売上総利益 2,238,993 1,986,489

販売費及び一般管理費 1,991,975 1,874,210

営業利益 247,017 112,278

営業外収益 15,213 13,460

受 取 利 息 436 556

受 取 配 当 金 3,006 3,031

仕 入 割 引 3,504 2,446

受 取 保 険 料 2,680 1,441

受 取 賃 貸 料 1,065 2,130

そ の 他 4,519 3,854

営業外費用 109,991 101,161

支 払 利 息 72,558 71,665

手 形 売 却 損 18,595 20,330

社 債 発 行 費 6,071 ―

そ の 他 12,766 9,166

経常利益 152,238 24,577

特別利益 644 60,311

固 定 資 産 売 却 益 644 ―

保 証 債 務 取 崩 益 ― 2,262

退 職 給 付 制 度 終 了 益 ― 58,048

特別損失 18,195 3,321

固 定 資 産 除 却 損 7,403 27

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 275 900

投 資 有 価 証 券 評 価 損 10,017 969

会 員 権 評 価 損 500 1,425

税引前当期純利益 134,688 81,567

法人税、住民税及び事業税 25,370 26,349

当期純利益 109,317 55,217

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

010_9010001302206.indd   4 2010/06/14   17:54:41



― 5 ―

● 会社の概況

概要　（平成22年3月31日現在） 事業所一覧　（平成22年6月29日現在）

役員　（平成22年6月29日現在）
株式の状況　（平成22年3月31日現在）

大株主　（平成22年3月31日現在）

創 業 年 月 日 昭和40年4月10日
設 立 年 月 日 昭和46年4月26日
資 本 金 1,266,921,000円
主 な 事 業 内 容
（1）金属屋根製品等の製造販売および設計施工の請負
（2） 太陽光発電システム、屋上緑化システムの製造販売

および設計施工の請負
（3）シート防水屋根材の製造販売および設計施工の請負
（4）各種樹脂モルタルの製造販売および施工の請負
従 業 員 の 状 況

従業員数 平均年齢 平均勤続年数
219名 42.8歳 12.6年

本 社 神奈川県藤沢市湘南台一丁目1番地21

東 北 支 店 仙台営業所、北海道営業所、盛岡営業所、
福島営業所

東 京 支 店
東京営業所、千葉営業所、高崎営業所、
埼玉営業所、新潟営業所、神奈川営業所、
甲信営業所

中 部 支 店 名古屋営業所、静岡営業所、北陸事務所
大 阪 支 店 大阪営業所、京都営業所
中四国支店 岡山営業所、広島営業所、四国営業所
九 州 支 店 福岡営業所、熊本営業所、沖縄事務所
工 場 福島工場、山梨工場、岡山工場
そ の 他 白州技術センター

地位 氏　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長 舩 木 元 旦
代表取締役社長 舩 木 亮 亮 海外事業部長
専 務 取 締 役 成 田 修 一 営業本部長
常 務 取 締 役 室 岡 正 己 管理本部長兼総務部長
取 締 役 遠 山 一 德
常 勤 監 査 役 長 島 隆 夫
監 査 役 早 川 治 子 弁護士
監 査 役 増 田 一 郎

発行可能株式総数 29,160,000株
発行済株式の総数 7,716,063株
株 主 数 397名

株　主　名 持　株　数 持株比率
舩 木 元 旦 1,986千株 25.8%

舩 木 商 事 有 限 会 社 724 9.4

舩 木 清 子 631 8.2

全 国 元 旦 代 理 店 持 株 会 490 6.3

元旦ビューティ工業従業員持株会 333 4.3

関 東 甲 信 越 元 旦 会 持 株 会 297 3.8

日 鉄 住 金 鋼 板 株 式 会 社 251 3.2

東 北 北 海 道 元 旦 会 持 株 会 242 3.1

元 旦 取 引 先 持 株 会 242 3.1

株 式 会 社 横 浜 銀 行 165 2.1
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● トピックス

「元旦ソーラー発電屋根」設置容量　前年同期比150％増

　当社が20年前より取り組んでまいりましたソーラー発電屋根が本格的な普及期を迎えました。政府の政策もあり、一般家庭

から商業・教育・公共施設に至るまで、市場が急拡大してきております。

　このような市場背景をもとに、当社の「元旦ソーラー発電屋根」も顕著に拡大しております。屋根専門メーカーとして培っ

てまいりました確固たる技術と卓越した施工ノウハウ、高い品質の製品群が市場ニーズにマッチして、平成22年3月期には、

設置容量ベースで1.85MWと初めて年間1MW（1,000kW）の大台を越えました。前年同期（0.74MW）との比較では150％

の増加となり、金属屋根事業につぐ第二の柱として確実に成長いたしました。

　また、こうした中で、国の「スクール・ニューディール構想」にもとづき、神奈川県藤沢市が市内の公立小中学校全54校へ

太陽光発電を導入する計画において、当社が参加するJV（※）が、公募型プロポーザル方式での優先交渉権を獲得しております。

　引き続き官公庁施設をはじめ民間の住宅・工場・店舗などあらゆる太陽光発電設置案件に対して、差別化された高品質の「元

旦ソーラー発電屋根」を提案し、「ソーラーの元旦」の地位をより強固なものにしてまいります。

※　㈱NTTファシリティーズ・㈱荏原電産・元旦ビューティ工業㈱3社JV

（主な事例）

NTT東日本ロジスティクスセンタ（埼玉県加須市）

屋根材型　サンパステム K　300kW

皇居外苑　和田倉噴水公園休憩所（東京都千代田区）

屋根一体型　マッタラーソーラールーフⅡ　53.5kW
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● 株主メモ

株式についてのご案内 当社ホームページのご案内

事 業 年 度 毎年4月1日～翌年3月31日
基 準 日 定時株主総会関係　3月31日

その他、必要があるときには、あらかじめ公
告する一定の日

期末配当金受領
株 主 確 定 日 毎年3月31日

中間配当金受領
株 主 確 定 日 毎年9月30日

定 時 株 主 総 会 毎年6月
単 元 株 式 数 1,000株
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-232-711（通話料無料）

上場証券取引所 大阪証券取引所ジャスダック市場
公 告 方 法 電子公告（当社ホームページに掲載します｡）

http://www.gantan.co.jp/ir/index.html
ただし、事故その他のやむを得ない事由が生
じたときは、日本経済新聞に掲載します。

（ご注意）
1.  株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を
開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座
を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信
託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2.  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託
銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
UFJ信託銀行）にお問合せください。

GANTAN BEAUTY INDUSTRY CO., LTD.
本社　〒252-0804 神奈川県藤沢市湘南台一丁目1番地21

TEL. （0466）45-8771　FAX. （0466）45-3031

http://www.gantan.co.jp/
株主・投資家の皆様のお役に立てるよう、決算情報やさ
まざまな会社情報を当社のホームページに掲載しており
ます。今後とも一層の内容充実に努めてまいりますので、
ぜひご参照ください。
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